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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第１四半期
連結累計期間

第67期
第１四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年６月30日

自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （千円） 659,439 635,475 4,028,222

経常利益又は経常損失（△） （千円） 14,525 △84,441 438,854

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △515 △119,924 395,522

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 44,049 △118,327 378,078

純資産額 （千円） 3,286,649 4,307,048 4,537,635

総資産額 （千円） 4,170,902 5,219,664 5,593,975

１株当たり四半期純損失（△）又

は１株当たり当期純利益
（円） △0.15 △27.03 103.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － 101.78

自己資本比率 （％） 78.6 82.1 80.8

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済・社会活

動が制限され、個人消費や輸出は急速に減少し、大企業・製造業の業況判断が６四半期連続で低下、リーマン危機

後の2009年6月以来11年ぶりの低水準になるなど、景気は急速に悪化しました。また、世界経済につきましても、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって各国での経済活動抑制などにより、先行きが不透明な状況が続いて

おります。

　このような経済環境の中、当社グループが関連する放送業界におきましては、国内外ともに新型コロナウイルス

感染症による企業活動の停滞の影響により、当第１四半期連結累計期間の売上高は635百万円（前年同期比3.6％

減）、経常損失84百万円（前年同期は14百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純損失119百万円（前

年同期は０百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメン

トであるため、記載を省略しております。

　これに代わる売上高の品目別内訳及び地域別内訳は次のとおりであります。

＜品目別内訳＞

①　ビデオ関連

　４Ｋ映像フォーマット対応関連機器につきましては、欧州において販売が堅調に推移いたしました。またフル

ハイビジョン（２Ｋ）対応関連機器の販売につきましては、北米において堅調に推移いたしました。

　しかしながら、日本国内の販売が停滞いたしました。

　この結果、売上高は565百万円（前年同期比1.1％減）となりました。

　このうち、Phabrix Limitedの売上高は102百万円でした。

②　電波関連

　テレビの電界強度測定器の需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は25百万円（同51.0％減）となりました。

③　その他

　汎用計測機器・修理・部品等であり、特記すべき事項はありません。

　売上高は44百万円（同25.7％増）となりました。
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＜地域別内訳＞

①　日本

　日本国内におきましては、４Ｋ映像フォーマット対応関連機器などをはじめとする主力の放送関連機器の販売

が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は275百万円（同33.4％減）となりました。

②　北米・中南米

　北米・中南米におきましては、主力の放送関連機器の販売が堅調に推移し、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は183百万円（同212.3％増）となりました。

③　アジア

　アジアにおきましては、中国を中心に主力の放送関連機器の販売が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は76百万円（同49.3％減）となりました。

④　その他

　その他の地域におきましては、４Ｋ映像フォーマット対応関連機器の需要が堅調に推移し、売上は増加いたし

ました。

　この結果、売上高は100百万円（同173.8％増）となりました。

 

(2）財政状態の状況

　資産、負債、純資産の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ374百万円減少し、5,219百万円となりまし

た。減少の主な要因は、受取手形及び売掛金が378百万円減少したことなどによるものであります。

　負債合計は前連結会計年度末に比べ143百万円減少し、912百万円となりました。減少の主な要因は、退職給付に

係る負債が142百万円減少したことなどによるものであります。

　純資産は、4,307百万円となり、自己資本比率は1.3ポイント増加し、82.1％となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、208百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,010,434

計 12,010,434

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(2020年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2020年８月７日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,436,501 4,436,501
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,436,501 4,436,501 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2020年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 4,436,501 － 1,315,685 － 1,424,749

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2020年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,434,900 44,349 －

単元未満株式 普通株式 1,601 － －

発行済株式総数  4,436,501 － －

総株主の議決権  － 44,349 －

 

②【自己株式等】

    2020年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は123株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,176,966 2,400,363

受取手形及び売掛金 989,895 610,896

電子記録債権 130,103 78,445

商品及び製品 486,393 450,817

仕掛品 4,793 23,124

原材料及び貯蔵品 44,643 30,341

短期貸付金 240,000 240,000

未収還付法人税等 59,098 52,319

その他 55,987 64,983

貸倒引当金 △2,451 △72

流動資産合計 4,185,430 3,951,220

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 453,897 450,495

土地 12,420 12,420

その他（純額） 123,567 110,538

有形固定資産合計 589,885 573,453

無形固定資産   

のれん 335,576 299,973

技術資産 240,576 186,961

その他 81,944 79,218

無形固定資産合計 658,098 566,152

投資その他の資産   

投資有価証券 43,203 48,234

繰延税金資産 64,219 25,740

生命保険積立金 35,029 35,857

その他 20,079 20,975

貸倒引当金 △1,970 △1,970

投資その他の資産合計 160,561 128,836

固定資産合計 1,408,544 1,268,443

資産合計 5,593,975 5,219,664
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 139,663 112,362

短期借入金 20,848 8,746

未払法人税等 57,722 11,899

賞与引当金 58,119 31,269

その他 257,241 385,339

流動負債合計 533,595 549,618

固定負債   

退職給付に係る負債 432,727 290,651

繰延税金負債 46,489 36,191

その他 43,527 36,155

固定負債合計 522,744 362,997

負債合計 1,056,339 912,616

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,315,685 1,315,685

資本剰余金 1,855,002 1,855,002

利益剰余金 1,531,554 1,296,283

自己株式 △29 △53

株主資本合計 4,702,212 4,466,918

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △7,015 △3,710

為替換算調整勘定 △176,301 △178,010

その他の包括利益累計額合計 △183,317 △181,720

新株予約権 18,739 21,849

純資産合計 4,537,635 4,307,048

負債純資産合計 5,593,975 5,219,664
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 659,439 635,475

売上原価 214,713 209,315

売上総利益 444,726 426,159

販売費及び一般管理費 423,886 516,891

営業利益又は営業損失（△） 20,840 △90,731

営業外収益   

受取利息 997 629

受取配当金 1,313 1,318

受取家賃 3,240 3,240

助成金収入 932 6,330

貸倒引当金戻入額 20 35

その他 518 86

営業外収益合計 7,020 11,639

営業外費用   

支払利息 － 55

売上割引 191 288

為替差損 13,141 4,964

その他 1 40

営業外費用合計 13,335 5,348

経常利益又は経常損失（△） 14,525 △84,441

特別利益   

固定資産売却益 332 －

新株予約権戻入益 70 15

特別利益合計 402 15

特別損失   

固定資産除却損 129 175

退職給付制度終了損 － 1,774

特別損失合計 129 1,950

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
14,799 △86,376

法人税、住民税及び事業税 10,079 3,531

法人税等調整額 5,235 30,016

法人税等合計 15,314 33,547

四半期純損失（△） △515 △119,924

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △515 △119,924
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

四半期純損失（△） △515 △119,924

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,755 3,305

為替換算調整勘定 47,320 △1,708

その他の包括利益合計 44,565 1,596

四半期包括利益 44,049 △118,327

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 44,049 △118,327

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

　当社グループにおきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が当面続くものと仮定し繰延税金資産の回収可

能性の判断や減損損失の判定に用いるなど、一定の仮定のもと会計上の見積もりを会計処理に反映しております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、今後の当社グループの財政状

態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱いの適用）

　当社は、2020年４月に、確定給付制度の一部を「退職給付に関する会計基準」第４項に定める確定拠出制度に分

類されるリスク分担型企業年金へ移行しており、「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第33号　2016年12月16日）を適用しております。

　これに伴い認識された損益については、当第１四半期連結累計期間の特別損失として1,774千円計上しておりま

す。

（四半期連結貸借対照表関係）

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2020年６月30日）

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,000,000 1,000,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

減価償却費 19,195千円 59,291千円

のれんの償却額 － 10,337

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 88,732 25  2019年３月31日  2019年６月28日 利益剰余金

（注）2019年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創業65周年記念配当５円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 115,346 26  2020年３月31日  2020年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

2020年４月１日　至2020年６月30日）

　当社グループの事業は、電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省略し

ております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

１株当たり四半期純損失 0円15銭 27円03銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失

（千円）
515 119,924

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純損失（千円）
515 119,924

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,549 4,436

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年８月７日

リーダー電子株式会社

取締役会　御中

 

海南監査法人

東京都渋谷区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斎藤　　勝　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 溝口　俊一　　印

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリーダー電子株
式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年
６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す
なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リーダー電子株式会社及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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